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研究成果の概要（和文）：近年の中国における賃金水準の上昇により、同国に進出した外資系企業や地場企業を取り巻
く立地条件がどのように変化したのかという点や、それにともなう企業の立地動向の変容について、いくつかの代表的
な企業や地域を事例として実証的な分析を行った。結論として、対象企業の中には撤退や移転、業務内容を変更したも
の等も見られたが、日系企業では、管理職人材を現地化すること等でコスト削減と売上拡大を図っている企業もあった
。また中国資本の民営自動車メーカーでは、高付加価値な高級車の開発・生産に乗り出し、産業高度化に取り組む企業
もあったものの、現状では十分な成果を上げてはいないため今後の動向を検討する必要がある。

研究成果の概要（英文）： Rising wage levels in China have led to changes in the locational conditions 
surrounding local firms as well as foreign-affiliated companies that have advanced into the country. 
Using some companies and industrial areas as representative models, we did an empirical analysis of the 
extent to which locational conditions have changed and the accompanying transformation of location. Among 
the subjects examined, we concluded that some companies clearly have withdrawn from a location, 
relocated, or modified their business operations. There are also Japanese-affiliated companies that, 
through the localization of management personnel, have set out to reduce costs and expand sales. Although 
privately managed car makers capitalized with Chinese funds have embarked on the development and 
production of high-value-added luxury cars while grappling with the challenge of advanced 
industrialization, the reasons for their lackluster results under present conditions require further 
study of trends.
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１．研究開始当初の背景 
経済地理学における立地論の研究では、そ

の多くが企業の新規立地を論じてきた。しか

しながら、現実の立地問題の多くは、既存の

工場や研究所、流通施設等の立地再編に関す

る問題である。こうした生産拠点や諸施設の

新設、閉鎖、移転、さらには現在地での製品

転換・機能転換や増強・縮小等、企業が事業

展開を行っていく上での各種の施設や機能

の新設や再編成する行為は「立地調整」と呼

ばれる（松原編 2009，p.5）。このような立地

調整の問題は、通常、深刻な景気後退局面で

議論されることが多いが、このような現象は、

景気拡大が続いている時期や地域において

も起こりうる現象であり、実態調査を通して、

より一般化が可能な概念であると考える。応

募者が研究対象として取り上げる中国の事

例も例外ではない。中国でも、2005 年以降、

経済成長に伴う賃金水準や地価の上昇が、進

出企業の経営に大きな影響を与えるように

なり、人件費や地価の安い内陸部やベトナム

を中心とする東南アジアへの工場移転を検

討している企業もあると言われている（江

原・箱崎編 2009，p.62）。また、このような

中国の立地環境の変化に対応するためには、

研究開発能力や技術力の向上、生産管理の効

率化等を通じた「産業の高度化」が必要とい

う指摘もされている（今井・丁編 2008）。こ

れらの点を踏まえて、今後の研究課題として、

企業進出地域における立地環境の変化と企

業の対応、さらには立地調整の実態について

検討する必要がある。 

進出先地域の立地環境の変化に伴う企業

の対応については、埋没コストの概念を経済

地理学に導入し、企業の市場参入から撤退に

至るまでの意思決定や行動のプロセスにつ

いて考察したClark and Wrigley（1995,1997a,b）

等が挙げられる。また、Schoenberger（1997）

は、アメリカ合衆国の製造業が立地環境の変

化に十分に対応できなかった要因を、企業文

化等の面から検討している。これらの研究が

指摘しているように、一旦設立された工場を

移転する際には様々な制約が存在するため、

移転することなく立地環境の変化に対応し

ている企業も多い。 

報告者は既に阿部・範（2010）、中国に進

出した日系機械器具製造業の立地環境が、近

年、どのように変容しているのかという点を、

主に賃金水準と労働力や人材の確保、地方政

府の役割等の観点から検討してきた。また、

中国の国有企業を事例とした研究も行って

おり、鄭・阿部（2003）や阿部・鄭（2006）、

Abe and Zheng(2009)において、市場経済の導

入にともない人員削減や合併等の経営合理

化を進めていた国有製鉄業の立地調整の現

状、さらには失業者の急増による地域経済へ

の影響等について検討してきた。 

しかしながら、中国における企業の立地環

境変化と企業の対応、さらにはその結果とし

て生じる立地調整の実態については、産業構

造の「高度化」という視点も含めながら、さ

らなる調査とそれに基づく考察を行ってい

く必要がある。また、このような立地調整の

実態は、統計データ等で立地企業数の全般的

な動向を分析するだけでは捉えられず、代表

性な企業に対する詳細な事例調査が不可欠

だと考えた。 

 

２．研究の目的 

物価や人件費等のコスト上昇が顕著にな

っている中国を対象として、立地条件の変化

への企業の対応や、その結果として見られる

立地調整の現状について明らかにしていく。

具体的には、中国に立地している代表的な日

系及び現地資本の製造業及びサービス業企

業を取り上げて分析を行い、企業の立地条件

がどのように変化したのか、またそのような

条件の変化を埋め合わせるだけの生産性や

技術力の向上、または製品やサービスの高付

加価値化が見られるか否かを検討した。加え



て、このような変化にともなう企業や工場の

立地動向の変容についても検討した。 

 

３．研究の方法 

本研究では、立地条件の変化や立地調整の

実態を把握するために、製造業におけるいく

つかの代表的な企業を取り上げ、その製造部

門とオフィス部門を対象とした、5 つの調査

を行った。 

まず、中国における企業立地条件の変化の

実態について把握するために、遼寧省大連市

に立地していた日本語コールセンターの現

状について調査を行った。同市には HP（ヒ

ューレット・パッカード）社を始め、相当数

の企業が、日本語コールセンターを設立して

いた。これらの日本向けオフィス部門が、人

件費や地価の高騰にともなうコスト上昇に

どのように対応しているのかという点を検

討した（調査①）。 

 次に、製造業企業の生産部門を対象とした

立地環境変化への対応と研究開発能力や生

産技術の高度化に関する調査としては、調査

対象の代表性を考慮しながら以下の 4つの業

種に属する企業を対象に調査・考察を行った。 

1 つ目の事例として、中国北部で有数の国

有製鉄業企業である東北特殊鋼を事例とし

て、同社の人員調整や工場・販売部門の立地

再編に関する調査を実施した（調査②）。2つ

目として、スウェーデンのボルボ社を買収し

たことでも有名な中国最大の民営自動車企

業である吉利汽車を取り上げ、立地環境変化

への対応として、同社の高級車開発・生産戦

略とそれにともなう部品の調達先や調達方

法の変化について調査を行った（調査③）。3

つ目として、大手電機メーカーで最も早期に

中国に進出した日系企業である A 社を対象

として営業部門での人材や権限の現地化に

関する調査を行った（調査④）。4つ目に、ソ

フトウェアの受託開発と IT アウトソーシン

グで中国最大手の企業であるニューソフト

社（東軟集団）を対象として、ソフトウェア

開発技術の水準と生産管理のあり方を調査

した（調査④）。これらの 4 つの企業は業種

も多様であり、また外資系企業と中国の国

有・民営の企業が含まれており、中国の製造

業における立地調整の実態をある程度包括

的かつ実証的に把握することができると考

えた。 

これらの研究計画を実施することで、賃金

水準や地価の上昇にともない企業の立地条

件には大きな変化が見られることや、このよ

うな立地条件の変化に対する企業の対応と、

その結果として生じる立地調整のあり方を、

検討した。具体的には、「産業の高度化」と

いう視点を踏まえながら、立地条件の変化を

埋め合わせるだけの生産性や技術力の向上

や製品やサービスの高付加価値化が見られ

るか否かを検討し、この点が、中国企業の立

地調整のプロセスにどのような影響を与え

ているのかを検討した。 

 

４．研究成果 

研究結果として、対象企業では中国の賃金

水準や技術力に適応する形で製品やサービ

スの生産・供給が行われており、それに対応

した生産・販売部門の立地調整が行われてい

る点が指摘できる。 

大連市に日本語コールセンターを開設し

ていた企業の場合、コスト上昇による優秀な

日本語人材を確保することの難しさから、コ

ールセンター業務を縮小し、比較的、日本語

能力が低い代わりに安い賃金で雇用できる

現地人材を使い、顧客や従業員に関するデー

タの入力や管理を行うバックオフィスに転

換している企業も多い（調査①）。 

国有企業であった東北特殊鋼の場合は、計

画経済の時期に過剰に抱え込んでいた従業

員の削減に成功すること等で経営再建を成

し遂げた後、さらなる生産施設の集約化を進

めると同時に、主力となる大連工場を広い用



地を確保できる市内農村部に移転している。

従業員の雇用を維持することよりは、工場立

地を見直すことでコスト上昇に対応する方

針が顕著にみられる（調査②）。ソフトウェ

ア開発などを行うニューソフト社の場合は、

同社の母体となった機関が国立大学であっ

たという強みを活かして、新卒技術者へのト

レーニング制度を充実させる代わりに、IT技

術者を低賃金で雇用するという制度を採っ

ており、同業他社より低いコストで IT サー

ビスを提供する体制を維持している（調査

⑤）。また、日系電機・電子部品大手の A 社

の場合は、販売部門の管理職に日本人駐在員

の代わりに中国人スタッフを採用すること

で、人件費の削減と中国市場での売上げの拡

大を目指していることなどが明らかになっ

た（調査④）。 

これに対して、民営自動車メーカーの吉利

汽車の場合は、従来、生産していた安価な大

衆車に加えて、2009年から高級車の開発・製

造を行うようになった。全体的に見ると同社

の売上げは拡大しているといえるが、同社の

研究開発能力の低さのため、新型車の開発や

設計も外部企業に依存する状況が続いてお

り、浙江省にある同社の生産工場は、農村型

の組立工場としての地位に留まっているの

が現状である。また、同社とサプライヤーと

の関係性を見ると、高級車の生産においては

外資系サプライヤーの技術力への依存度が

高まっている（調査③）。 

要約すると、撤退・移転する企業や人材の

現地化等のコスト削減策により立地条件の

変化に対応している企業の例が多くみられ

た。その一方で、製造業企業では、産業の高

度化に向けて、より高付加価値な製品の開

発・販売を行う企業もあったものの、現状で

は十分な成果を上げておらず、今後の動向を

検討する必要があるという結論に達した。 
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